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アメリカの企業に承られるような本格的かつ完全な会社法規部(LawDepa‐
rtment,LegalDepartment,GeneralCounsel）は，弁護士を中心に人的組織
（１）
ｶﾐなされている。かつ，そのいわゆる社内弁護士(housecounsel,corporate
（２）Iawyer,corporateattorney)の数Iま最近と筆に急増しているという。1975年
８月２日,カナダのモントリオールで開催されたアメリカ法曹協会(American
BarAssociation)の年次総会でも， 社内弁護士と社外弁護士との関係が問題
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（３）
となっている。
本稿では，この点について， わが国の企業に承られる会社法規部署との実
態と比較しながら社内弁護士を抱えるこ との有利性について若干の問題点の
考察およびわが国企業への社内弁護士の導入についての若干の提言を試承る
（４）
ものである。
(1)拙稿「会社法規部小論」国士舘法学第７号113頁1975年（昭和50年）１月
拙稿「会社法規部の今日的必要性」月刊事務と経営1976年（昭和51年）３月号
拙稿「会社法規部の要件」季刊経営と法律第27号12頁1976年（昭和51年）８月
ＧｅｏｒｇｅＭ
ｖｏＬ２８，Ｉ
ＡｒｔｈｕｒＭ
MSzabadandDanielGersen，此sj`ｅ
〕,Ｎｏ．］、TheBusinessLawyer,ｐ､２３５（
i`ｃＵｓＯｍｓｉａｃＣｏ""SCJ，
i 1972)．
Pｐ５４６（1962)．Weimer，Bzusi糎ｓｓα`腕i"jsZrαﾒｶﾞo"，
Ｇ,Ｗ､Dombhoff,Ｗノリ０尺"んｓＡ腕”jca？（1967)．
(2)飯島澄雄『アメリカの法律家』208頁以下1971年（昭和46年）「日経ピジネ
ス」1975年（昭和50年）２月３日号。
StanC,Kaiman，ＣＯ”0γαZeLcgzzノＳ”z）ice，vol,26,Ｎ０．４．ＴｈｅBusiness
Lawyer,ppll31-1144（1971)．
Ｃｓ・マドック，大矢息生訳「会社法規部」1977年（昭和52年）５月刊行予定
(3)TheMurkyDivide；Ｐγ0たSSO"α"s腕α"αＰγ0たssjo"αノResPo"si6iJiが，
B"sj"CSS〃｡g腕c"ノα"ａＬ２ｇｍＡａ"icc-Whα'ｉｓａＢｚｄｓｉ"essLaZqyeγ?？Ｔｈｅ
BusinessLawyer,ｖｏＬ３１,No.２（1975)．
(4)本稿は，拙稿「会社法規部小論」のいわば続編的小論であり，その一各論で
ある。なお』社内弁護士の機能については， 拙稿「会社法規部の機能」国士舘
法学第９号1976年（昭和52年）発表予定参照。また，本稿は弁護士と会社法規
部との関係を論ずるものである。 弁護士の制度の研究については中村宗雄 ｢弁
護士制度の研究」 早稲田法学15巻その他に貴重な研究論文がある。
わが国の企業における会社法規部とＨ
社内弁護士
１会社法規部の概念
いわゆる会社法規部とは， 特定企業が必要とするあらゆる法律事務を一元
的，集中的， 統一的かつ予防法務的に処理するための法律専門の補助または
社内弁護士(1)（大矢息生）２４１
（１）サービスを行う法律専門家集団の部署である。すなわち，会社法規部はその
実態の加何を問わず，本来，その業務の性質は，スタッフ的（staffdepart‐
ment）であってライン的（linedepartment）ではない。会社法規部のその
主要業務は，基本業務部門（basicoperatingdivision）が円滑な運用をなさ
れるよう。補助またはサービスを行う部門（auxiliaryorservicedivision）
（２）
であると解さｵLている。
ところで，アメ
(advantages）と
､て会社法規部を設置することリカの企業におし の有利点
社内弁護士は社外弁護士(outsidecounsel）としては， よりも
会社の内部事情について適確な知識と情報に精通しており，会社業務(事業）
（８）の全般にわたって予防的機能を発揮しうるところにあると認識さｵしている。
つまり，アメリカの企業における会社法規部は後述するように数人から１００
（４）
人以上の社内弁護士を中心に人的組織力:なされており，会社法規部の持つ機
能や特質も‘`社内弁護士による法規部，'，“弁護士による予防法務'，を前提条
件としており，従って社内弁護士の存在を前提として考えない会社法規部な
（５）ら何も論じる益はないのではないか，とさえ考えられている。
わが国における会社法規部の実態は， 完全な法律専門の補助またはサーピ
スを行う法律専門家集団の部署であるとはいえない。 いわゆる不完全な会社
法規部である。すなわち
会社法規部は純法律家と
リスト（lawspecialist）
ち， 法律専門の補助またはサービスから完全に行える
しての弁護士または準法律家としての法律スペシャ
（６）等法律専門家の集団的部署でなければならなし､。
わが国における会社法規部の実態２
が国における会社法規部の実態を承ると， そのほとんどがア
･スタッフ型ではな
－－ビス（スタッフ）
しかるに， わ
リカの企業のよ うに社内弁護士を中心とするゼネラル
分
〆
ノ
、
ほとんどが 社内弁護士を人的組織としない単なるサービ
型であると言って過言ではない。そのうえ，わが国の企業においては会社法
（７）
規部そのものがいまだ存在しないところ力:多いともいえる。その原因は種含
（８）存することであるｶﾐ，そもそも，わが国の経営学における組織論上，会社法
泌賜
規部の存在が無視されている。 それは経営学および経営者の経営と法律との
関連性についての認識の欠如，および経営学に対する自覚の存しないことに
（９）
帰因するとし､えようか。100万社以上あるという株式会社のうち，会社法規
部を設置している企業はそのうちの200社位にすぎないよ うである。
すなわち，わが国においては， 最近ようやくにして会社法規部の必要性に
ついての認識が高まる傾向にあるが，実際においては会社法規部を設置する
⑩
企業はいまだ少ない。そして法規部が設置されていない企業，ことに中｡､企
いわゆる治療法務的，裁判法学的に，つまり，業における法律事務の処理は，
その事故が発生したそれぞれ企業経営をめぐって法的危険が発生したとき，
の部署の担当セクションが，その事故処理をしている。このような企業の法
律事務処理は，非科学的であり，非合理的である。
たとえば， 売掛金回収は原則として営業課， 販売課，代金が焦付いたり，
受取手形が不渡りになった時には経理課とか債権管理課が残務処理をし， 完
全に焦付いたと判断した場合に社外の弁護士または顧問弁護士に依頼して訴
⑪
訟に持ち込糸，採用をめぐる紛争その他労働組合対策など人事労務の問題|ま
商標関係の紛争は特許課や研究所，人事課，労務課， 合弁会社や現地法人の
ど，それぞれの担当部設立や企業提携は企画室や社長室， 調査室や外国部など，
署でこれらの法律事務を処理しているのが実情である。
うなわが国における企業の法律実務処理の状態は開放経済時代に入このよ
る前までの昭和30年代までつづいていたといえよう。 ，昭和40年に入
経済環境の変化
業防衛'，の意識
そのご'
り資本の自由化に伴ういわゆる開放経済体制の時代を迎え，
が日本人の権利意識の基盤に変化を生じ "予防法学による企業防衛,，
の高揚が徐為に芽ばえ，予防法務のいわば企業内システム化といえる会社法
⑫
規部の設置lこ拍車をかげる結果となったことlま否定できない。
ショックを契機とする低成長時代昭和48年秋のいわゆるオイル．さらに，
に入り，企業の社会的責任が社会問題化したことにより，さらに一段と会社
⑬
法規部設置への傾向力:顕著に出てきたといえよう。このことは，経営法友会
が商事法務研究会との共同事業として行った会社法規部署に関する第三次実
社内弁護士（１）（大矢息生）２４３
側
態調査にｶﾛ実に表われている。
同調査によれば， 近時この会社法規部の必要性に対する認識がすなわち，
高まっている。同調査は，アンケート方式による抽出100社の立体的分析で
⑬
あるが，この100社の同部門力:法務処理を主たる業務とする専門部署である
法務専門部署であるものをＡ群， 法務専門の部署でないもの力､否かに分け，
をＢ群として大別しており，前者は60社，後者は40社となっている。私が主
⑯
張する完全なる会社法規部に近いグノレープはＡ群のグループである。
一応完全なる会社法規部に近い体薊裁をととのえそれらの実態は，しかし，
それらのほとんどが完全なる会社法規部そのものではないのているものの，
である。蓋し， そのほとんどが純法律専門家一つま り社内弁護士による人的
組織と した会社法規部ではないからである。 すなわち， 同調査によれば， 弁
護士資格を有する者が社内に在籍している場合で， (1)その身分が社員として
いるケースは４社 (2)取締役として１社 (１名)，(3)監査役として
⑤嘱託１社（１名）とい
(延べ５名)，
2社（２名)，(4)司法研修所修習終了者２社
⑰
うのが実態である。
(２名)，
(1)拙著『国際経営法学序説』４５頁1972年（昭和47年）
拙著『経営法学方法論』５６頁1971年（昭和46年）
CharlesSMaddock，ＴｈｅＣｏ"0γαｊｊｏ〃ＬａｚｕＤ”αγ/加e"2， 30．Harvard
BusinessReview,ｐｐ､119-136（1951)．
｢法的要素と経営ilH織」 (経営法学講座(9)）法学セミナー117号79頁(2)染野啓子
1965年（(昭和40年)１月
163頁以下1966年（昭和41年）古川栄一『経営学通論』（増補版）
WilliamH･Ｎｅｗｍａｎ，Ａα”"isZγα〃"eAcZjo〃Ｔ"ｅ TCC”jq"Ｃｓ"Ｏγgzz-
"jzα"0〃α"ａＭｚ"α探沈c"オ（1963）（な潴，邦訳作原猛志訳『経営管理』
115頁以下1969年（昭和44年）
Ｐ.Ｅ・Holden,Ｌ､Ｓ･ＦｉｓｈａｎｄＨ.ＬSmith，Ｔ”Ｍｚ"α8F腕e"力０，?gzz"izα‐
"0〃α"ａＭｔｚ"α酔沈c"Z（1951)．
(3)道田信一郎 Ⅲアメリカのビジネスと法」 35頁1964年（昭和39年）
小林薫『国際経営管理』331頁以下1975年（昭和50年）
力で商売する人のために」プリース．Ｌ・パーチャード『アメリ
（1968)。
67頁～８頁
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竹内澄夫｢国際経営法務｣『現代の経営｣(7)国際経営177頁以下1968年(昭和43年）
関西生産性本部｢アメリカにおける経営法務の実態』３頁以下1976年(昭和51年）(4)
拙稿「会社法規部小論」124頁。
拙稿「企業法務管理」（国際取引ハンドブック所収）823頁1974年（昭和49年)。
(5)染野啓子「前掲」７６頁。
(6)染野啓子「前掲」７８頁。
拙稿「会社法視部の要件」１２頁。
ＤａｖｉｄＳ､Ruder，ＡＳ"ggUs"o〃ノbγ"cγｃａｓｅａＵＳｅｏ／CoPo'αﾉｃＬα”
、幼α"腕c"メガ”JMD`”〃ＣＯ幼ｏｒα"o"．ＶＯＬ２３，Ｎ０，２．TheBusiness
Lawyer,ｐ､３４７（1968)．
拙著『国際経営法学序説』４７頁。
拙稿「会社法規部小論」124頁以下。
(7)
(8)
(9)商事法務研究会編「企業内法律業務に関する実態調査」旬刊商事法務研究
360号1965年（昭和40年）１０月５，１５日号７頁以下。
ﾛエコノミスト」1966年（昭和41年）５月17日号"経営法学一静かなるブームの
なかで，,
染野啓子「経営法」法律時報1966年（昭和41年）４月号20頁
⑩この点についての権威ある実態調査としては，「企業内法律業務に関する実
態調査」商事法務360号７頁1965年（昭和40年）１０月，
る実態調査」商事法務537号６頁1970年（45年）１０月，
40年）１０月，「企業内法律業務に関す
(45年）１０月，「法務部」（第３次実態
(昭和51年）４月１日号。右の調査は，調査報告）ＮＢＬ第109号25頁以下1976年
わが国における企業会社法規部部署の実態を５年毎に調べたものであり， 企業
の会社法規部署の実態の推移を知る ことができよう。 大阪工業会『わが国企業
の法務部門の実情』1970年（昭和45年）１１月。
⑪石井照久『経営と法」（経営法学全集第１巻）５８頁1969年（昭和44年)。染野
義信「会社法規部はなぜ必要か」法律スペシャリスト１号２頁以下1969年（昭
和44年）９月。
⑫拙稿「外資上陸作戦の参謀本部一会社法規部」マネジメント1969年（昭和4４
年）６月号134頁以下。
1972年（昭和47年)11月13日号"来るか賠償倒産時代,,｢日経ビジネス」
｢日本経済新聞」1973年（昭和48年）１０月30日付朝刊。
(１３「週刊ダイヤモンド」1976年（昭和51年）３月27日号"社会的責任を一段と明
確化,，
｢日本経済新聞」1976年（昭和51年）８月27日付朝刊
第２次調査時点より５年後の1975年 (昭和50年）６月27日実施さ
',987通，回収回答数462通
⑭同調査は，
れたものであり，アンケート方式により，発送数2,987通！
社内弁護士（１）（大矢息生）２４５
分析したものである。商事法(回収率15.5％）中，抽出100社の回答を集計，
務研究会「NBL」第109号25頁。
⑮注14参照。
⑯前掲「NBL」第109号26頁以上。
〔会社法規部の設置時期〕
年代ｌＡ群ｌＢ群’計
昭和10年代 Ｏ社 ３社 ３社
昭和20年代 １社 ３社 ４社
昭和30年代 ９社 ８社 １７社
昭和40-44年代 １０社 ４社 １４社
昭和45-49年代 ２８社 ７社 ３５社
昭和50年代 １社９社 １０社
１５社年代不詳 １社 １４社
(商事法務研究会「NBL」No.109,28頁より）
⑰前掲「NBL」第113号32頁。
リカの企業における会社法規部とⅢアメ
社内弁護士
１会社法規部誕生の背景
日本でも注目され，設置の機運が高まりつつある会社法規部の歴史をさか
（１）
のぼると，その源I主アメリカに発するものと思われる。
アメリカの企業における会社法規部の誕生とその背景については別稿で論
（２）述してきたところであるが，その初期Iこおいては，企業に対する政府規制に
科学化を徹底的に追求するために設置されたよ対処して企業経営の合理化，
（８）
うである。
19世紀末から２０世紀初頭にかけて私企業すなわち，アメリカにおいては，
(industrialcorporation）をとり？ その活動のすべての面に関連して経ialcorporation）をとりまく，
済的，法的環境が，著しく複雑化し，：弁護士の診断（counselofattorney）
この必要性の背景というか根拠を必要とする企業が急増してきたのである。
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は，基本的Iこは政府と りわけ連邦政府と私企業との間の関係に起った公法と
行政介入等政府規制による大きな変化にまでさかのぼることができる。 この
ような法的環境が変化する以前とは異なり， 多くの法律に私企業が関心を持
たざるを得なくなったのである。
すなわち， 私企業に対する政府規制に対し， 全ての私企業が，企業経営を
していく上でこれらの法律や規制との衝突を意識するよ うになったために，
多くの企業は，内密の活動において， 弁護士によって適切に配慮された法的
な指導一予防法務一を要求するよ うになった。そして，比較的小さな会社で
さえも会社運営のすべての面において会社に影響を及ぼす法的問題の迷路を
通って， 会社経営上の法的危険を未然に防ぐよ うに導いていくために必要と
される日食のコンサルテーションを獲得する方法として，会社法規部を利用
するという傾向が強まってきたのである。
リカにおける初期の会社法規部設置の背景があるといえよう｡ここにアメ
その後， 時の経過により会社法規部設置の背景は他の原因をも加えられてく
るところである。
会社法規部に関する論文は多く発表されているが， それらの論文の中でも，
会社法規部に関する最も基本的な，そして，いわば古典的な論文にＯＳ･マ
（４）ドック氏の「会社法規部」（TﾉﾚCCCγPC'α"o〃Ｌα”皿Pαγ′”e"')があるが，
同論文によれば，すでに1949年にアメ リカで2,048の私的法人について調べ
私的法人に雇われていた弁護士_いわゆる社内弁護士5,428人のたところ，
うち，１，1,996人が， ３人あるいはそれ以上から構成される会社法規部を持つ
ている合計231の私的法人によって雇われていた｡ また，３０１の他の私的法
人が２人の弁護士を雇っており， 769の会社が１人の弁護士を雇っていた。
5,428人の“雇われ弁護士”の内訳はつぎのよ
人，銀行547人，カレッジと総合大学239人，
うに分けられる－保険会社895
５４７人，カレッジと総合大学２３９人，その他となっている。
ところで，右にあげたアメ リカの社内弁護士5,428人という数字は， 日本
の弁護士数の約半数を占めることになり，いわば， 日本の弁護士の２人に１
（５）
人がすでに1950年までlこ私企業に雇われてたという計算になる。
社内弁護士(1)（大矢息生）２４７
同論文によれば，
類され，それは人割
会社法規部は会社組織においてはサービス部門として分
事,医療,事故， 調査などの部署と似た立場にある。 一般的
典型的な法規部として知られているフォに会社法規部は，
(ＯｆｆｉｃｅｏｆＴｈｅ
－Fの会社法規部
,管理者に，またGeneralCounsel）のように会社の経営者，
すべての営業やサービス部門の人事に対して， 法的な診断や指導を提供する。
会社が巻き込まれる可能性のある法的危険の未然防止やすべての訴訟また，
事件の取扱いに対して，その取扱いや準備の責任をも有する。法規部長は，
会社役員でないならば，もし自分が 会社の社長（President）か，あるいは
副社長(Vice-President）に直接報告をする。 もし法規部長が重役会の一員で
彼はすべての部会に出席できるし， 重要な政策会議の一員でないとしても，
屯ありうる。．そして，如何なる事件においても，会社の総括的な政策や計画
これに対して法的助言を与えているという。を立てる経営者から相談を受け，
いわゆるゼネラル・スタッフ型（generalmanagementstaff）の完全なる会
（６）社法規部がすでにアメリカの企業においては存在しているのであった。
会社法規部充実強化の背景Ｚ
企業に対する政府規制はますます強化され今日に至アメリカにおいては，
っている｡そして社内弁護士は急増傾向にある｡この ことば前節で述べたよう
に1949年Ｃ・Ｓ･マドック氏が「会社法規部」 なる論文を発表した約20年後の
Ｓ･ルーダ氏が発表した論文「現代の会社における会社法規部の1968年に，．
増大する利用に対する提言」(Ａｓ"”６s"｡〃′･'１"”`αsea Ｕｓｅｏ′ＣＯγPCγα”
マン氏の論文「会
可
Ｊ
１
〃 やＳ・Ｃ・カイＬａｚｕＤｅＰａｒ#腕e〃オガ冗晒oビルずれＣＯγPCγα〃０
社の法律上のサービス」（ＣＯγPCγα〃ＬｅｇａＪＳ”､ice：αＰγi腕Ｂｒ）に如実に現
（８）
わｵしている。さらにＧ･Ｍ･スザペッド氏等の論文｢社内弁護士対社外弁護士」
（９）(J"ｓｊａｅ〃ｓｏ"ｵs”CCC""SCJ)などにはよく現われている。とくに，後者の論
文によれば， 会社法規部を設置する企業の増大化現象および， 会社法規部に
雇用されている社内弁護士の数が急増していることが判る。
すなわち，同論文によれば， 1957年には15,000人から20,000人の弁護士
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⑩が法人に雇用されたが，さらに十余年後Iこは30,000人から40,000人の弁護
⑪士が雇用されているという。これら社内弁護士はアメリカ全体の弁護士のｵ谷
よそ10％を占めている。同論文によれば，およそ235,000人の弁護士は開業
(lawfirm）
の数よりは
うち半数は単一の開業， 残りはいわゆるロー・ファームしており，
に所属している。そして，社内弁護士の数は，個人開業の弁護士
るかに速く増加してる。以上のことは，過去20年間に社内弁護士が，職業的
企業にとって有益なものに成熟してきたことにもその存在意義を認められ，
を物語っていると言える。
によれば，こＳ・Ｃ・カイマン氏の論文「会社の法律上のサービス」また，
の会社における法規部門の急速な成長振りを論じている。 同論文によれば，
1964年ＡＢＡ（AmericanBarAssociation）の固有の委員会の調査によると，
会社法規部で活動している法律家は25,000名以上いると 見積っており，さ
らに同調査の結論によれば会社法規部の業務は他の如何なる法律業務の分野
⑫
よりも早い速度で増えつづI'ﾅているという。そして，このような成長の連続
に対し，，.Ｓ･ルーダ氏は前掲の論文で「近代的な会社にとって不可避であ
⑬
り，また望ましし､ことである」と結論づけている。
また，ＡＢＦ（AmericanBarFoundation）の調査によると1952年から1964
00
年の期間では，政府関係の法律家(政府弁護士governmentlawyer)Iま45％増
個人開業の弁護士は14％増加したのに比べて，加し， 会社法規部の社内弁護
士は145％もの増加であるという｡
以上のような会社法規部の急増と社内弁護士の増加は，1970年代を迎えて
胸
更に急膨脹している。その背景は，政府の各種の規制力:増加されてきたこと，
訴訟件数の増加に加えて悪性イ ソフレが進行したためという。 その結果外部
の弁護士を安易に頼らず企業自から自衛する企業が増え出している。
⑯
会社法規部力:急増する背景力:ある。
ここIこ
リカの多くの企業においての共通の現象として， 外部の法すなわち，アメ
律事務所に頼るにせよ， 社内弁護士をかかえるにせよ， 悪性インフレにより
前述の訴訟件数の増加や法律関連サービスの費用はこの10年間に倍増したと
社内弁護士(1)（大矢息生）２４９
いう。そこで，企業側も種を対策をとり始め，社内処理を増やしたり，正式
の弁護士ではないが， 法律の専門知識を持っている法律スペシャ リストを使
う傾向が流行しだしたという。そして， 通常の仕事の場合には彼らを使い，
社内弁護士はより難しい問題に専念させている。 この点については，わが国
に於いてもこのような準法律家としての法律スペシャリスト（1awspecial.
⑰
ist）の必要性の認識力:高まりつつある。なお，これら社内弁護士と社外弁護
士および準法律家との関係，
⑬
うに問題となる。
社内弁護士とロー・ファームの関係が後述のよ
(1)もっとも，会社法規部はアメリカ企業独自のものではなく，ヨーロッパの先
進諸国にもその存在が染られるところである (染野義信「経営の科学化をめざ
１号２頁以下1969年（昭和44年）す外国会社の法規部」法律スペシャリスト第３号２頁以下196
11脂
(2)拙稿「会社法規部小論」国士舘法学７号113頁以下。
(3)拙著『国際経営法学序説』102頁以下。102頁以
拙訳「会社法規部」1977年（昭和52年）５月刊行予定。
CharlesS，Maddock，ＴｈｃＣｏ"0γα"o〃ＬａｚＤＤｅＰ”'腕c"'， Harvard
BusinessReview30,ｐｐｌｌ９－１３６（1952)．
(4)注３を参照。
NationallndustrialConferenceBoard，Inc.，Co7PoγαJBLegロノDCPαγノー
腕c"ﾉs,Ｓ'"diesi〃Bzzsi"essPoliGy,No.３９（1950)．
1976年（昭和51年）７月16日現在の弁護士日本弁護士連合会調査によると，(5)
登録人数は10,778名（うち外国人33名）となっている。
(6)拙稿「会社法規部小論」116頁。
腕Ｃ７ｅａｓｅａＵＳｅＯ／ＣＯや”α【ｅＬａｚＵ
ＴｈｅＢｕｓｉｎｅｓｓＬａｗｙｅｒ，ｖｏＬ２３，
(7)ＤａｖｉｄＳ・Ruder,AS24ggUsljo〃ん〃
ＤＧＰａｒ”e"オィ〃／Mb`eγ〃ＣＯγPorajio"，
N０，２．（1968)．
(8)StanCKaiman,ＣＯγPCγα'eLegZzノＳ”"ice;αＰγi”eγ，ＴｈｅBusiness
Lawyer,vol､26.Ｎ０．４（1971)．
(9)GeorgeMSzabadandDanielGersen，Ｄｚｓｊｄｅ２'ｓＯｚｕ'sideCo皿"sg/、
⑩TheAmericanBarFoundation，LazUy”Ｓﾉα"slicaノ尺幼oｸﾞノ（1958）
によると1957年には18,911人の弁護士が私企業に雇用されているという。
0］TheAmericanBarFoundation，LazUyeγＲ杉PCﾌﾟオ（1971）によると，
33,593人の弁護士が私企業に雇用されているという。
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Kaiｍａｎ，ｏｐ、cip.，ｐ1,135．
Ruder，ｏｐｃｉｐ.，ｐ､３４１．
⑫
⑬
⑭ 飯島澄雄 『アメリカの法律家』222頁以アメリカの政府弁護士については，
下参照。
⑬飯島澄雄『前掲』208頁以下。
「日経ビジネス」1975年（昭和50年）２月３日号77頁以下“弁護士費用にネあ
げる米企業一訴訟件数うなぎ登り，インフレが拍車”
｢日経ビジネス」「前掲」７９頁。
｢NBL」113号“法務部一現象と展望(5)，'･
関西生産性本部「アメリカにおける経営法務の実態」101頁以下1971年
和46年）
⑯
⑰
⑬
ピ ロ
(昭
三ツ木正次「社外弁護士の役割」（国際取引ハンドブック所収）829頁以下1974
年（昭和49年）
Ⅳ社内弁護士の有利性
１社内弁護士の地位
会社法規部における社内弁護士(housecounsel,insidecounsel） ｉｆ，いわ
ぱ企業経営における法的危険を未然に防ぐための必要なコスト（cost)である
（１）
と言える。Ｃ・Ｓ･マドック氏は，その論文「会社法規部」の結論として次の
（2）
ようlこ社内弁護士の存在意義を述べている。
「法規部員は，新しい工場を#
業員のリーダーでもない。また，
デザインしたりしない。また，工場で働く作
新規事業を拡張するものでもない。 しかし，
これらに関して法的側面からの適切な助言が与えられなかったならば， 全く
得るところがなかったかも知れない。あるいは損失をこうむることだってあ
る……」と。
ところで， 社内弁護士とは如何なる屯のかについては確固たる定義は存在
しないようである。この点については， 後日稿を改めて論述することとし，
本論文では， 弁護士の資格を有し弁護士として弁護士会に登録されている者
特定の私企業に雇用されている法律専門家をいう，で， と定義しておきたい。
社内弁護士（１） (大矢息生）２５１
，弁護士としすなわち， 社内弁護士Iま単に弁護士の資格を有する者ではなく，
て登録され，かつ特定企業に社員と
わゆる社外弁護士（outsidecounse
して雇用契約関係を有する者であり， し、
として特定企業との関係で委任契約関couns l）
係にある者とはその地位を異にするものである。
このような地位を有する社内弁護士は， その地位の属性に基づき企業にと
っての有利点（advantages）
（８）
のである。
と不利点（disadvantages）が問題となってくる
２社内弁護士の有利点と不利点
（４）
いわゆる完全なる会社法規部においてlま， 企業に社内弁護士を雇用するこ
とによる有利点は， 経済的機能から承て，その社内弁護士の果たす法律的，
いろいろな面で有利であるといえるし，かつ，会社にいちじるしい利益を与
えることである。
その中でもとりわけ注目すべき有利点は第一に， 社内弁護士は社外弁護士
よりも適確な事実の認識（knowledgeoffacts）ができることにあると言え
よう゜企業経営上の意思決定(decisionmaking)はすべて法の枠組（frame‐
（５）
workoflaw）の中で行なわなけれ｛xならない。企業経営における法的危険
それに対する迅速な予見と適切な知識に加えて， 法律専門(legalrisk）は，
家による有効適確なる事実の認識に対する助言，勧告等によって始めてその
（６）
多く力:未然に回避できうるものである。企業経営者が企業経営における意思
のための法的要素に対する法的な分析(analyzing）決定（decisionmaking）
それを企業経営者に対して提供法的な価値判断(valuejudgment） を加え，
し，企業経営者はそれをさらに選択（choice）し意思決定に反映させるので
（７）
ある。ここに，企業経営者と法律専門家との深いかかわりあい力:ある。ここ
において，法律専門家は，
くるのである。
企業経営者の意思決定の判断に決定的に関与して
うな会社の法律問題となった事実の認識を適確にな社内弁護士は，このよ
しうる地位にあるといえる。これが， 社内弁護士をかかえることの基本的な
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有禾ｌ点であると言える。従って， 原則として社内弁護士より構成されていな
な法規部いわが国の企業におけるいわゆる不完全なる会社法規部はそのよう
（８）
の存在すること自体力:問題視されうることもある。
社内弁護士
常に企業内
会社全般に
第二の有利点は，予防法学（PreventiveLaw）の実践にある。
'よ社外弁護士とは異なり会社との関係では雇用契約関係にあり，
完全なる会社法規部における社内弁護士であるならば，にいて，
会社経営者との相当緊密な関係を確立している。 それゆえに，よく精通し，
社内弁護士は，トップマネジメント（TopManagement）に対して会社にと
って最も重要なサービスと法的危険を未然に予防するための法的助言を提供
（９）
すること力:可官gとなってくるのである。
社内弁護士より構成される完全もっとも，わが国における企業がたとえ，
リカの企業における会社法規部のように法的なる会社法規部になってもアメ
蓋し，アメリカにおける危険を完全に未然に防止しうるか否か疑問である。
予防法学の発達は「弁護士の観点から法律を研究する態度を養成するという
⑩
ことにある」と述べられているように，現代におl'ﾅる弁護士業務のあり方の
相違点があるからである。すなわち，アメ リカの弁護士の基本的業務が意思
決定の合法性の検討と法的危険の防止にあるのに対して， わが国の弁護士は
基本的にはその業務の主眼が訴訟業務このような点に注目しつつはあるが，
と言えよう。ここでいう予防法学は，におかれているといって過言ではない，
訴訟行為がなされうる前に法的助言がなされうる場合仁の承実践されうるの
⑪
である。
迅速に法律実務の処理ができる， と言うことである。社第三の有利点は，
それは，その依頼会
ラインを把握するこ
，画一的，抽象的な
外弁護士による事務処理には迅速性を欠く場合がある。
社の実情について即座に正確に事務または事件のアウト
とはむずかしい場合が多い。また，発生する法的危険は
しのではなく，個別的，具体的なものである。さらに，社外弁護士の顧客
それゆえに一企業に全力を集中できないきらいが(client）は多数である。
ある。
社内弁護士(1)（大矢息生）２５３
これに反して社内弁護士の顧客は１人であり， 彼が雇われている会社が唯
一の顧客である。かつ，社内の重役会その他重要な会議に出席しており，会
⑫社全般についてよく精通している。それゆえに，完全なる会社法規部におい
ては法律問題に対して法的検討を加えるときは， いつでもタイムリーにかつ
即時に対処できうる。 たとえば， 訴訟の目的にとって， どの事実が重要であ
支配的であるか， そして， どの事実がそうでない力､の選択が迅速かつ適り，
確になしうるのである。
第四の有利点は， 社内弁護士による教育的機能(educationalfunction） ま
である。 社内弁護士による法的知たは教育的処置 (educationalprocedure）
識の啓蒙とその普及による全社的なり コモソセソスのレベル。－ガル｡ アシ
とが可能となってく るのである。プを図るこ
社内弁護士の経済性をあげることができる。第五の有利点は， 会社法規部
として本来の機能を発揮するためには完全なる会社法規部でなければならず，
これは弁護士を中心に人的構成されているものであり， かつ特殊の事件や童
要な訴訟などについては外部の弁護士（outsidecounseDを必要に応じて利
胸
用しなければならない。それらの費用はいわ}笈法律事務を適確に処理するた
めの経営上のコストである。
ﾄとしての予防法務'， のための弁護士の費用が前述しこの“コスしかし，
たごと<
高揚”‘`訳
"高い政府(greatgovernment)，， による政府の規制， "権利意識の
弁護士費用にネをあげる``訴訟の急増''， "悪性インフレ，,などにより
アメリカの企業が急増しているのである。つまり，社外弁護士による企業の
⑭
防衛を図ってきたため，弁護士へ支払う経費を削減するたbbに法規部を設置
し社内弁護士を雇う企業が増え出している。たとえば,『日経ビジネス』 1975
｢フィラデルフィアのコン次のように述ぺられてい年２月３日号には， る。
F・ウェイル社のパートナーであるウェイル氏サルト会社アルトマン・アン
もし一般的な法律事務を外部に依頼し10万ドルの費用がかかっているとば，
弁護士を１人社内スタッフとして年28,000ドルで雇うことができるしたら，
社内スタッフにすれば外部に頼るのまた別の推定では，と承なされている。
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に比べてコス
⑮
ﾄは三分の一で済tJともされている｣。 つまり，社外弁護士へ
支払う費用を削減するために社内弁護士の活用により企業の防衛を図ろうと
しているのである。
的な考え方が“社ク
るのである。ここｌｉ
のである。
ところで，企業‘
会社経営者による法律専門家に対する企業の防衛の基本
``社外弁護士から社内弁護士へ'， というのが如実に現われてい
法律専門家としての社内弁護士の経済性が存在しうるここに，
のこの経済性の追求は，
へ，，という傾向にあるという。すなわち，
さらに“社内弁護士から準法律家
社内弁護士そのものの報酬も無視
できなくなり， 企業内の一般的な法律事務の処理は， できるなら，弁護士で
ない人材を使うこと，そして，社内の法律専門のスタッフとしての社内弁護
⑯士は，とくに重要なかつ至難な問題に専念させるという傾向にある。
以上のように，
て不利点もある。
社内弁護士には数だの有利点がある。 しかし，これに対し
社内弁護士の使命この不利点の問題については， 次号で，
との関係で論述したい。
(1)1968年(昭和43年）４月滞米中取材訪門したフォード社の会社法規部(Oflice
ofTheGeneralCounsel）の法規部長は，“社内弁護士は予防法務のための
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